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地理的表示保護制度とは 

• 品質、社会的評価その他の確立した特性が
産地と結び付いている産品について、その名
称を知的財産として保護するもの。 

• 国際的に広く認知されており、世界で100カ国
を超える国で保護されている。 
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地理的表示保護制度の仕組み 

☑「地理的表示」とは、地域ブランド産品の名称であっ
て、その名称を聞けば産品の特性や産地が特定でき
るもの。 

☑登録された産品には、国の“お墨付き”であるＧＩ
マークを付すことができる。 

☑生産者団体が登録申請や品質管理を実施。 

☑国が品質管理体制をチェックし、表示の不正使用に
ついても取り締まる。 

 

 

 ・地域ブランド産品の適切な評価・財産的価値の維持向上 
・高付加価値のある地域ブランド産品の信用保護・需要確保 



登録までの流れ 
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①申請書 

地域で話し合い、その産
品が満たすべき基準を作
成 

＋ 
②添付書類 

●明細書（団体ごとの品 
質基準） 

●生産工程管理業務規
程（団体が行う品質管理
業務に関する定め） 

・地理的表示＋GIマークは
セットで使用 



制度のメリット 

地域ブランド産品として差別化でき、価格に反映できる 
→ 一定の品質を満たす産品のみが地理的表示を付すことができ、地域ブ
ランド産品の品質を保証 

不正使用に対して行政が取締ることで、生産者の訴訟負担を
軽減、自分たちのブランドの保護が可能 

品質を守るもののみが市場に流通 

真の日本の特産品の海外展開に寄与 



地域団体商標制度上の課題 

品質の統一化が図られず、産品
のブランド価値の向上が図られ
ていない。 
生産者ごとの品質格差が大きく、低
品質産品の存在により需要者の評
価が低下。 

ブランドへのただ乗りが行われ
ている実態。 

商標制度では、品質を守る取組み
はあくまでも自主的な取組みにす
ぎず、品質を制度的に担保するこ
とができない。 

商標権は私権であり、侵害への対
応は訴訟などによる自力救済。農
林漁業者等が行うには、一定の限
界がある。 

地域ブランドの課題 地域団体制度上の限界 

これらの課題を克服する制度として、地理的表示保護制度を創設 

☑地域と結びついた品質について、国から“お墨付き”を得られる。 
☑不正使用は国が取り締ってくれる。 



地理的表示保護制度と地域団体商標制度との比較 

地理的表示保護制度 地域団体商標制度 
対象 農林水産物、飲食料品等（酒類は除く） すべての商品・サービス 

申請主体 生産加工業者の団体 
法人格を有しない地域のブランド協議会等も○ 

事業協同組合等の特定の組合、商工会、商工会議所、NPO
法人に限る 

産地との関係 品質等の特性が当該地域と結びついていることが必要 当該地域で生産されていればよい 

品質基準 産地と結びついた品質基準を定め、登録・公開する必要があ
る 

制度上の規定はなく、任意 

品質管理 生産・加工業者が品質基準を守るよう団体が管理。管理状況
について国の定期的なチェックを受ける 

制度上の規定はなく、任意 

登録の明示方法 ＧＩマークを付す必要がある 登録商標である旨を表示するよう努める 

規制手段 不正使用は国が取締る 不正使用は商標権者自らが対応する 

権利付与 権利ではなく、地域共有の財産となり、品質基準を満たせば、
地域内の生産者は誰でも名称を使用できる 

名称を独占して使用する権利を取得できる 

保護期間 取り消されない限り、権利存続（更新手続、費用は不要） 原則、登録日から10年（権利維持のために更新手続・費用
が必要） 

ブランド戦略 産地と結びついた品質に国のお墨付きを得て、統一マークを
付すことで差別化し、地域一体となって、ブランド価値の維
持・向上を図る 

産品の名称を独占して使用する権利を取得して、自らの管
理下で、ブランド価値の維持・向上を図る 

既に商標登録されている場合・・・ 

☑商標権者本人or商標権者の承諾を得た場合に限り、地理的表示の登録が可能。 

☑地理的表示として登録されると、地域共有の財産となるため、独占排他的な使用ができなくなる（地
理的表示の正当な使用に対して商標権の効力は及ばない）。 


